
* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

政策名 労働行政の円滑化 施策名 労働行政の執行の円滑化

令和 3年度 管理事業評価調書（ 3年度対象）
事業コード 3705 事業名 労働総務事業

所属名 労働局労働福祉課
評価責任者 労働福祉課長　羽田野　朗弘

作成責任者 武田　裕介 ダイヤルイン 052-954-6894

正規職員（うち地方機関分) 11.40人 ( 0人) 11.40人

事業目的 労働局各所属における事務を効率的に進め、労働行政の執行の円滑化を図る。

11.40人 ( 0人) 0人 ( 0人)( 0人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 2人 ( 0人) 2人 ( 0人) 2人

根拠法令
・計画等

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

3年度（当初） 2年度（当初） 2年度 1年度
従事
人員

千円 0 千円

事業費(b) 18,669 千円 21,171
経費

人件費(a) 119,199 千円 119,213 千円

0
千円 0

( 0人) 0人 ( 0人)

134,552
千円 0 千円千円 11,768

千円

公債費(c) 0 千円 0 千円 0 千円

計(a)+(b)+(c) 137,868 千円 140,384 千円 146,320

千円

収入のうち、受益者負担額
0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

(分担金・負担金、使用料・手数料)

経費のうち、一般財源等 137,764 千円 140,282 千円 146,067 千円 0 千円

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

労働局及び県民事務所産業労働課職員の管理事務費等である。
１　労働総務事業費　18,669千円

3年度 ― ― （見込）

2年度 ― 25円 （実績）

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1
県民あたりコスト（PL計上費
用／本県人口）

最終目標 ―

2
最終目標

（見込）

（実績）

4
最終目標

（実績）

（実績）

3
最終目標

（見込）

（見込）

課題 局全体の管理運営に必要な事務費等であるが、いかに支出を削減するかが課題である。

今後の
方向性

より経費の削減に努めつつも、行政サービスの質を低下させないように引き続き効率的な事務の執行を行って
いく。

（実績）

外部
要因
等

なし

目的の
達成に
関する
評価

－：評価なし
（判断の理由）
◎主要な指標：1(理由：管理事業全体の達成度を評価するのに最も適した指標のため）
・可能な範囲で経費を削減することができた。

コスト
指標の
増減
分析

なし

5
最終目標

（見込）



* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

65,000件

4

―

課題
令和3年度も継続して目標を達成できるようにリーフレット等を活用し、市町村や関係機関等を通じて更なる周
知・啓発活動を行う必要がある。

3年度 65,000件 65,000件 （見込）

2年度の本件雇用者数あたりコストは、愛知県労働協会補助金の退職給付引当金等拡充事業費の減少によ
り、PL経常費用が前年度より減少し、1年度284円に比べ70円減少した。

5
本県雇用者数あたりコスト（Ｐ
Ｌ経常費用／本県雇用者
数）

最終目標 ―
3年度 ― ― （見込）

2年度

あいち労働総合支援フロア
の利用件数

2年度 65,000件 38,622件 （実績）

最終目標

3
労働講座や就労支援セミ
ナー等における参加者の満
足度

最終目標 80％
2年度 60社増（新規登録）

3年度 80％

2
愛知県ファミリー・フレンド
リー企業登録数

最終目標
3年度 130社増（新規登録）

（見込）

130社増 （見込）

2年度 80％ 94％ （実績）

80％

99社増 （実績）

2年度 10.8日 9.3日 （実績）

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

130社増（新規登録）

今後の
方向性

勤労者の意識の変化、企業の動向及び労働関係法令の改正による影響などの情報収集に努めるとともに、よ
り積極的な広報により新たなニーズを掘り起こし、事業効果の拡大を図っていく。

214円 （実績）

外部
要因
等

なし

目的の
達成に
関する
評価

C：相当程度進展あり
(判断の理由）
◎主要な指標：2（理由：仕事と生活の調和の取れた働き方を促進するための主たる事業であるため）
・事業効果が浸透してきたため、管理事業全体としては相当程度進展があった。
・仕事と生活の調和推進事業では、市町村や関係機関等を通じて周知を行うなど、愛知県ファミリー・フレンド
リー企業の登録促進事業を行い、目標を達成した。

コスト
指標の
増減
分析

3年度 10.8日 10.8日 （見込）1
有給休暇取得日数（県内の
常用労働者10人以上の民間
企業）

最終目標 10.8日

952,055 千円

2年度（当初） 2年度 1年度

千円 981,669 千円

経費のうち、一般財源等 848,513 千円 911,962 千円 804,209 千円

千円
(分担金・負担金、使用料・手数料)

収入のうち、受益者負担額
10,677 千円 11,323 千円 7,566 千円 9,120

公債費(c) 1,030 千円 1,035 千円 1,035 千円 1,042

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

仕事と生活の調和の取れた働き方を促進するため、「イクボス養成講座」や「多様な働き方の普及啓発」などの事業を実施す
るとともに、労働環境の改善・整備を行うため、労働講座などの事業を実施する。
１　勤労者福祉推進費：8,106千円　２　働き方改革推進事業費：15,156千円（働き方改革支援事業費　10,356千円）
３　仕事と生活の調和推進事業費：17,432千円（仕事と生活の両立支援促進事業費　8,940千円）
４　中小企業テレワーク導入支援事業費：52,182千円（テレワークサポートセンター設置運営費　42,452千円）

５　子育て女性再就職支援事業費：24,360千円（子育て女性再就職サポート運営事業費　12,286千円）
６　愛知県労働者福祉協議会補助金：1,487千円　７　労使関係円滑化推進事業費：2,905千円（労使関係調整費　1,970千
円）
８　中小企業労働相談費：12,475千円　９　労働災害防止促進費：3,602千円
10　労働総合支援事業費：158,884千円（職業適性相談事業費　127,215千円）
11　愛知県労働協会補助金：121,619千円（協会管理費　81,660千円）

千円

計(a)+(b)+(c) 911,497 千円 946,443 千円 848,667

経費
従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

3年度（当初）

事業費(b) 412,260 千円 458,783 千円 405,580 千円 417,279 千円

52.20人 ( 21.80人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 22人 ( 15人) 22人 ( 15人) 22人
442,052人件費(a) 498,207 千円 486,625 千円

24人 ( 15人)

千円 563,349 千円

従事
人員

正規職員（うち地方機関分) 42.70人 ( 21.80人) 41.70人 ( 21.80人)

( 15人)

41.70人 ( 21.80人)

根拠法令
・計画等

男女雇用機会均等法第２条、第３条
愛知県少子化対策推進条例（平成19年３月23日条例第８号）第９条

評価責任者 労働福祉課長　羽田野　朗弘

作成責任者 武田　裕介 ダイヤルイン 052-954-6894

事業目的
勤労者が安心して仕事と生活の調和の取れた働き方ができるよう勤労者福祉の向上を図るとともに、労働環境
の改善・整備を行う。

令和 3年度 管理事業評価調書（ 3年度対象）
事業コード 3710 事業名 勤労者福祉推進事業

所属名 労働局労働福祉課

政策名 生き生きと働ける環境づくり 施策名
労働者福祉の向上及び労働環境の改善・
整備



* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

政策名 生き生きと働ける環境づくり 施策名 勤労福祉施設の管理運営

令和 3年度 管理事業評価調書（ 3年度対象）
事業コード 3720 事業名 勤労福祉施設管理運営事業

所属名 労働局労働福祉課
評価責任者 労働福祉課長　羽田野　朗弘

作成責任者 武田　裕介 ダイヤルイン 052-954-6894

正規職員（うち地方機関分) 4.20人 ( 0人) 4.20人

事業目的
勤労者等の余暇活動促進のため、施設の管理運営を指定管理者に行わせるとともに、施設の適切な管理運
営を図るため指導及び修繕を行う。

4.20人 ( 0人) 4.40人 ( 0人)( 0人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 0人 ( 0人) 0人 ( 0人) 0人

根拠法令
・計画等

地方自治法第244条、第244条の２
愛知県労働者福祉施設条例（昭和39年３月27日条例第23号）

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

3年度（当初） 2年度（当初） 2年度 1年度
従事
人員

千円 45,068 千円

事業費(b) 29,762 千円 197,074
経費

人件費(a) 41,531 千円 41,663 千円

19,234
千円 91,965

( 0人) 0.50人 ( 0人)

42,810
千円 27,663 千円千円 141,192

千円

公債費(c) 20,563 千円 15,692 千円 15,847 千円

計(a)+(b)+(c) 91,856 千円 254,429 千円 199,849

千円

収入のうち、受益者負担額
704 千円 704 千円 317 千円 772 千円

(分担金・負担金、使用料・手数料)

経費のうち、一般財源等 89,026 千円 251,599 千円 58,809 千円 65,470 千円

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

勤労身体障害者等の余暇活動促進のため、愛知勤労身体障害者体育館の管理運営を指定管理者に行わせ
る。また、適切な管理運営のための指導及び設備修繕を行う。
１　管理指導費：10,717千円
２　愛知勤労身体障害者体育館管理運営委託費：19,045千円

３年度 10,000人 10,000人 （見込）

２年度 4,200人 4,287人 （実績）

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1
施設利用者数（愛知勤労身
体障害者体育館）

最終目標 10,000人

2
イベント参加者の満足度（愛
知勤労身体障害者体育館）

最終目標 80％

３年度 80％ 80％ （見込）

２年度 80％ 100％ （実績）

4
最終目標

（実績）

２年度 ― 47,318円 （実績）

3
施設利用者あたりコスト（ＰＬ
経常費用／施設の年間利用
者数）

最終目標 ―

３年度 ― ― （見込）

（見込）

課題
新型コロナウイルス感染症の感染防止対策を実施しつつ、勤労身体障害者の新規利用者を増やしていくこと
が課題である。

今後の
方向性

愛知勤労身体障害者体育館は、利用者のニーズに沿った管理運営が行われるよう、引き続き県から指定管理
者への指導を行っていく。

（実績）

外部
要因
等

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、休館、時短営業に伴う利用者の減があった。

目的の
達成に
関する
評価

B:目標達成
（判断の理由）
◎主要な指標：１（理由：体育館の利用許可は、施設の主要業務であり、適切な管理運営を把握するのに一番
適しているため）
・適切な管理運営を実施し、管理事業全体として、目標を上回って達成した。
・愛知勤労身体障害者体育館管理運営について、アンケートによる利用者ニーズの把握や車椅子テニス大会
などの集客イベントの開催など、適切な管理運営を実施し、目標を達成した。

コスト
指標の
増減
分析

2年度の施設利用者あたりコストは、愛知勤労身体障害者体育館の長寿命化改修工事に伴う事業費の増によ
り1年度7,228円に比べ40,090円増加した。

5
最終目標

（見込）



* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

課題

・少子化の進展や、早期離職などの問題に注目が集まる中、若者と企業の間における雇用のミスマッチ解消
や、マッチング機会の提供など、きめ細やかな就職支援の充実が課題である。
・高齢者のニーズの変化に対応した就業機会の提供及び新型コロナウイルス感染への懸念の払拭し、就業へ
の意欲を再び高める環境整備が必要である。
・新型コロナウイルス感染症の影響により、雇用環境が悪化しており、引き続き、新卒者、離職者等の雇用機
会の確保及び拡大が課題である。

今後の
方向性

・若年者雇用対策事業については、ヤング・ジョブ・あいちの利用者の就職者数の向上について、国と連携
し、効果的な事業を実施していく。
・高年齢者雇用対策事業については、県内シルバー人材センター登録会員の就業率の向上について、愛知
県シルバー人材センター連合会と協議し、会員の就業意欲を高めるのに効果的な手法を実施していく。

104円 （実績）

外部
要因
等

本県の有効求人倍率は、2020年平均で1.23倍と前年から0.7ポイント下降し、全国平均の1.19倍を上回ったも
のの、月別の有効求人倍率では、2020年９月に初めて全国水準を下回るなど厳しい雇用情勢となっている。

目的の
達成に
関する
評価

Ｃ：相当程度進展あり
（判断の理由）
◎主要な指標：1（理由：若年者の就職はその後の生活基盤の形成に直結し、行政の支援の必要性が高いた
め）
・様々な就労支援施策を実施し、若年者、中高年齢者、障害者等の雇用促進を図り、管理事業全体として相
当程度進展があった。
・若年者雇用対策事業については、県と国が連携して各種事業を行ったが、 ヤング・ジョブ・あいちの利用者
の就職者数の目標を達成できなかった。
・高年齢者雇用対策事業については、愛知県シルバー人材センター連合会と連携して各種事業を実施し、登
録会員の就業率向上を図ったが、目標を達成できなかった。

5
15歳以上県人口あたりコスト
（ＰＬ経常費用／15歳以上県
人口）

最終目標 －

３年度 － － （見込）

２年度 －

２年度 87.5％ 77.0％ （実績）

２年度 26％ 21.2％ （実績）

コスト
指標の
増減
分析

２年度の15歳以上県人口あたりコストは、元愛知県総合雇用センター建物取壊に伴う事業費等の増があり、１
年度59円に比べ45円増加した。

３年度 87.5％ 87.5％ （見込）

2.08％ （実績）

3
県内求職者の就職率（新規
求職者のうち就職者数／新
規求職者数）

最終目標 前年度実績値を上回る整数値

３年度 21％ 21％ （見込）

2
障害者の実雇用率（労働障
害者数／基礎労働者数）

最終目標 2.3％

３年度 2.07％ 2.15％ （見込）

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1
ヤング・ジョブ・あいちの利用
者の就職者数

最終目標 過去３年間の平均値×1.05（5％増）

２年度 2.07％

３年度 6,054人 6,054人 （見込）

２年度 6,575人 5,461人 （実績）

4
県内シルバー人材センター
登録会員の就業率

最終目標 87.5％

千円 329,735 千円

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

若年者、中高年者、障害者等の雇用促進のため、様々な就労支援を行う。
１　地域雇用対策費：8,618千円（刑務所出所者等職場定着支援事業費　7,825千円）
２　雇用維持特別対策事業費：23,282千円
３　ＵＩＪターン促進事業費：38,318千円　　４　首都圏人材確保支援事業費：21,803千円
５　プロフェッショナル人材戦略拠点運営委託事業費：63,888千円

６　若年者雇用促進対策費：161,043千円（就職氷河期世代就職支援事業費　78,045千円）
７　障害者雇用促進対策費：52,269千円（就労支援事業費　31,003千円）
８　中高年齢者雇用促進対策費：4,372千円　　 ９　ホームレス就業支援事業費：439千円
10　高年齢者雇用安定対策費：9,108千円（愛知県シルバー人材センター連合会運営費補助金　8,489千円）
11　外国人雇用促進事業費：13,238千円

千円 0 千円
(分担金・負担金、使用料・手数料)

経費のうち、一般財源等 452,247 千円 417,908 千円 393,113

収入のうち、受益者負担額
0 千円 0 千円 0

計(a)+(b)+(c) 646,032 千円 511,802 千円 686,769 千円 365,008 千円

公債費(c) 2,195 千円 201 千円 201 千円 8 千円

( 0人)

( 0人) 11人 ( 0人)

経費

人件費(a) 247,459 千円 236,983 千円 227,104

従事
人員

千円 226,583 千円

事業費(b) 396,378 千円 274,618 千円 459,463 千円 138,417 千円

根拠法令
・計画等

労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律第５条、第31
条、障害者の雇用の促進等に関する法律第６条、高年齢者等の雇用の安定等に関する法律第５条

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

3年度（当初） 2年度（当初） 2年度 1年度
20.30人 ( 0人) 20.60人 ( 0人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 10人 ( 0人) 10人 ( 0人) 10人
正規職員（うち地方機関分) 21.20人 ( 0人) 20.30人

事業目的 求職者と企業を結びつけるきめ細かい就労支援を行い、雇用の安定と中小企業の人材確保を図っていく。

所属名 労働局就業促進課
評価責任者 就業促進課長　森　英輝

作成責任者 柴田　悠貴 ダイヤルイン 052-954-6363

令和 3年度 管理事業評価調書（ 3年度対象）
事業コード 3730 事業名 雇用対策事業

政策名 就労促進に向けた人材対策 施策名 就労支援



* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

（見込）

課題 中小企業や中小企業団体における職業訓練の拡充をどのように進めていくかが課題である。

今後の
方向性

中小企業や中小企業団体が実施する職業訓練に対する支援の拡充・強化を進めていく。

（実績）

外部
要因
等

技能検定については、新型コロナウイルス感染症の影響により令和２年度前期試験が全国一律に中止となっ
た。また、後期試験においても、影響から受検者数が減少した。認定職業訓練についても、新型コロナウイル
ス感染症の影響により、訓練を休止あるいは縮小した事業主等が多かった。

目的の
達成に
関する
評価

Ｄ：進展が大きくない
(判断の理由）
◎主要な指標：１(理由：選定した指標のうち事業目的である技能振興、技能尊重機運の醸成を図る指標とし
て、技能者の技能習熟度を測る国家検定である技能検定合格者数が適当であるため）
・職業能力開発及び技能振興の推進により、技能及び技能者に対する認知、理解が深まることとなったもの
の、管理事業全体としての進展は大きくない。
・技能振興事業については、効果的なＰＲに努めており、着実に推進しているが、技能検定受検においては
令和２年度前期試験が全国一律中止になる等、新型コロナウイルス感染症の影響により受検者数が減少した
ため合格者数は低迷した。ただし受検者数の多い、１級、２級の合格率は上昇してきており、目標に向かって
いる。感染防止対策を徹底し、安心して受検出来る体制を整えるなど、さらなる施策の推進が必要である。
・事業内職業訓練事業については、中小企業事業主、団体の運営費に対して助成を行うなど、企業の職業
訓練の支援を進めたが、新型コロナウイルス感染症の影響から、短期課程において訓練を休止あるいは縮小
する事業主や団体が多く、結果、訓練生の減少につながった。今後は、実施団体に対して職業訓練の積極
的なＰＲを促すなど、さらなる施策の推進が必要である。

コスト
指標の
増減
分析

2年度の15歳以上県人口当たりコストは、新型コロナウイルス感染症の影響による事業の中止や縮小に伴い、
経常費用が減少したため、1年度222円に比べ、145円減少した。

（見込）

5
最終目標

25,000人 （見込）

（実績）

２年度 － 77円 （実績）

３年度 － － （見込）

2 認定職業訓練生数

最終目標

14,774人 （実績）

3
15歳以上県人口あたりコスト
（ＰＬ経常費用／15歳以上県
人口）

最終目標 －

２年度 25,000人

３年度 8,500人 8,500人 （見込）

２年度 8,500人 2,631人 （実績）

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1 技能検定合格者数
最終目標 8,500人

最終目標 25,000人

３年度 25,000人

4

888,544 千円 359,817 千円 1,246,629 千円

収入のうち、受益者負担額
3,291 千円 3,291 千円 2,025 千円 2,452 千円

(分担金・負担金、使用料・手数料)

公債費(c) 1,509 千円 1,510 千円 1,511 千円 1,513

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

職業能力開発や技能振興のため、技能検定の実施、事業主の行う職業訓練に対する助成、技能競技大会
の開催などを行う。
１　報酬等：3,410千円　２　職業能力開発管理費：2,663千円
３　愛知県産業人材育成支援センター事業費：3,227千円　４　あいちの担い手育成確保推進費：9,371千円
（若年技能者等の技能向上支援4,735千円、中小企業等の人材確保促進　1,791千円、技能継承セミナーの

開催　2,845千円）
５　就職氷河期世代デジタル人材育成事業費：36,596千円　６　介護分野外国人就職支援費：54,236千円
７　事業内職業訓練費：38,264千円（事業主の行う認定職業訓練助成　37,107千円）
８　技能振興事業費：150,542千円（あいち技能五輪・アビリンピック継承事業費　13,448千円、技能五輪国際
大会招致推進費　4,923千円、技能検定実施経費等助成　130,300千円）

千円

計(a)+(b)+(c) 486,730 千円 1,423,787 千円 512,063 千円 1,402,988 千円

経費のうち、一般財源等 △95,971 千円

千円 401,587 千円

事業費(b) 298,309 千円 1,126,898 千円 161,484 千円 999,888 千円

( 0人)

( 0人)

28.50人 ( 0人) 32.80人 ( 0人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 1人 ( 0人) 2人 ( 0人) 2人

根拠法令
・計画等

職業能力開発促進法第４条の２、第15条の２、第28条、第30条、第44～46条、第79条、第87条

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

3年度（当初） 2年度（当初） 2年度 1年度

2人 ( 0人)

経費

人件費(a) 186,912 千円 295,379 千円 349,068

従事
人員

正規職員（うち地方機関分) 17.90人 ( 0人) 28.50人

事業目的
技能振興、技能尊重気運の醸成を図るとともに、産業人材の育成を支援することにより、本県の産業発展に
資する。

令和 3年度 管理事業評価調書（ 3年度対象）
事業コード 3740 事業名 職業能力開発事業

所属名 労働局産業人材育成課
評価責任者 産業人材育成課長　野田　保彦

作成責任者 宮尾　眞太郎 ダイヤルイン 052-954-6365

政策名 就労促進に向けた人材対策 施策名 人材育成



* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

３年度 － － （見込）

２年度 －

課題
更なる就職率の向上に向け、企業の人材ニーズや求職者の受講希望に対応した訓練科目や内容を適切に
提供していくことが課題である。

今後の
方向性

公共職業訓練の実施においては、施設内訓練、委託訓練ともに、事業規模及び内容について、民間教育訓
練機関との役割分担を踏まえ、企業の人材ニーズや求職者の受講希望に対応するため、引き続き訓練科目
や内容を見直し、充実を図っていく。

941円 （実績）

外部要
因等

なし

目的の
達成に
関する
評価

C：相当程度進展あり
(判断の理由）
◎主要な指標：１(理由：将来の本県の産業を担う30歳以下の技能労働者を対象とした職業訓練であるため）
・第10次愛知県職業能力開発計画に位置付けられた公共職業訓練を実施し、地域や企業のニーズに応じた
モノづくり人材の育成を進めることにより、管理事業全体として、相当程度進展があった。
・企業訪問による就職先の開拓等により、就職率の向上に努めた結果、普通課程、短期課程（離転職者訓
練）、短期課程（障害者）については目標を達成したが、短期課程（雇用セーフティネット対策訓練）について
は僅かに達成できなかった。

コスト
指標の
増減
分析

2年度の県内雇用労働者あたりコストは、物件費の増加に伴い、経常費用が増加したため、1年度606円に比
べ、335円増加した。

３年度 40％ 40％ （見込）

5
県内雇用労働者あたりコスト
（ＰＬ経常費用／県内雇用労
働者数）

最終目標 －

80％ （見込）

２年度 40％ 64.1％ （実績）

２年度 70％ 61.6％ （実績）

３年度 75％ 75％ （見込）

2
短期課程の普通職業訓練修
了者（離転職者訓練）の就職
率

最終目標 40％

83.2％ （実績）

3
短期課程の普通職業訓練修
了者（雇用セーフティ）の就
職率

最終目標 75％
２年度 80％

３年度 95％ 95％ （見込）

２年度 95％ 100％ （実績）

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1
普通課程の普通職業訓練修
了者の就職率

最終目標 95％

最終目標 80％
３年度 80％

4
障害者職業訓練修了者の就
職率

2,734,521 千円 992,975 千円 750,503 千円

収入のうち、受益者負担額
20,992 千円 21,026 千円 13,493 千円 13,296 千円

(分担金・負担金、使用料・手数料)

公債費(c) 281,180 千円 275,210 千円 279,081 千円 273,397

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

新規高等学校卒業者、離転職者、在職技能労働者、障害者の雇用の安定を図るため、県立高等技術専門
校、愛知障害者職業能力開発校において職業訓練を行う。
１　普通課程訓練費： 86,185千円（新規学卒者対象の訓練 86,185千円）
２　短期課程訓練費：1,595,608千円（離転職者の訓練 96,959千円、在職者訓練 12,484千円、民間教育訓練
機関等を活用した雇用セーフティネット対策訓練 1,486,165千円）
３　障害者職業訓練費：331,937千円（施設内訓練 292,479千円、委託訓練 39,458千円）
４　技術専門校整備費：1,388,586千円（名古屋高等技術専門校整備費 51,947千円、岡崎高等技術専門校
整備費 1,305,756千円、施設設備整備費 5,131千円、窯業校長寿命化改修工事実施設計 25,752千円)

千円

計(a)+(b)+(c) 4,797,460 千円 4,703,828 千円 3,897,285 千円 2,777,957 千円

経費のうち、一般財源等 1,203,602 千円

千円 978,002 千円

事業費(b) 3,402,316 千円 3,320,943 千円 2,632,648 千円 1,526,558 千円

( 85人)

( 24人)

92.70人 ( 85人) 93.80人 ( 85人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 25人 ( 24人) 25人 ( 24人) 25人

根拠法令
・計画等

職業能力開発促進法第15条の６、第16条、第94条

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

3年度（当初） 2年度（当初） 2年度 1年度

24人 ( 23人)

経費

人件費(a) 1,113,964 千円 1,107,675 千円 985,556

従事
人員

正規職員（うち地方機関分) 92.40人 ( 85人) 92.70人

事業目的
新規高等学校等卒業者、離転職者、在職技能労働者、障害者等を対象に技能・知識の付与等することで雇
用の安定及び産業振興等を図る。

令和 3年度 管理事業評価調書（ 3年度対象）
事業コード 3750 事業名 技術専門校等管理運営事業

所属名 労働局産業人材育成課
評価責任者 産業人材育成課長　野田　保彦

作成責任者 宮尾　眞太郎 ダイヤルイン 052-954-6365

政策名 就労促進に向けた人材対策 施策名 技術専門校等の管理運営


